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公営企業 ※令和３年３月31日現在

〈市長 〉－〈副市長〉

市 長 公 室 － 秘書広報課、企画課、職員課
総 　務 　部 － 総務課、財政課、税務課、収税課、防災課、
　　　　　　　　　　岩瀬庁舎総合窓口課、真壁庁舎総合窓口課、
　　　　　　　　　　大和庁舎総合窓口課
総合戦略部 － ヤマザクラ課、地域開発課
市民生活部 － 市民課、国保年金課、生活環境課
保健福祉部 －(福祉事務所)社会福祉課、児童福祉課、高齢福祉課、
                     介護保険課、 健康推進課、やまと認定こども園
経 　済 　部 － 農林課、商工観光課
建 　設 　部 － 建設課、都市整備課
上下水道部 － 水道課、下水道課
会計管理者 － 会計課
〈教育長〉
教育委員会 － 学校教育課、学校給食センター、教育指導課、
                     生涯学習課、スポーツ振興課、 文化財課
〈議会〉
議会事務局
〈行政委員会〉
監査委員会（総務課内）
公平委員会（総務課内）
固定資産評価審査委員会（総務課内）
選挙管理委員会（総務課内）
農業委員会事務局
桜川市水田農業振興室

製造品出荷額等

％

常陸秋そば、コシヒカリ、みかげ石、小玉スイカ、ゆず
ジャム、ぶどう（オリンピア）、石材工芸品
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百円2,873

公営事業
会計関係

3,992

119,774

従業者数

－

323

老齢人口割合

③農業・工業・商業

2,078

（H30.1.1～12.31）

農家数

（平成２８年６月１日）

（令和元年６月１日）

（平成２７年２月１日）

100,465

－

（H27.1.1～12.31）

事業所数

156

事業所数

21,131

農業就業人口

総額・総数

0296-58-5111

地域指定 一部事務組合加入事業

法人番号 8000020082317
桜川市（さくらがわし）

〈 ＦＡＸ 〉
https://www.city.sakuragawa.lg.jp
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〈e-mail〉

〈 住所 〉

info@city.sakuragawa.lg.jp

0296-58-5115

（令和３年４月１日）

国勢調査

平成２７年

④有権者数（令和３年３月１日現在）

有権者数
計

（R３.１.１住基人口）
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女

小高　友徳

全職員数

党　派　別

95.5
地域手当
補正後

ラス指数

人
口

合計

381

④機構図（令和３年４月１日現在）

平成31年4月1日

　桜川市は首都圏から７０ｋｍ圏内、茨城県の中西部に位置
し、北部の鏡ヶ池に端を発し霞ヶ浦へ流れる桜川が市の中央
を南下している。桜川を中心に西部は畑作地域、東部は田園
地帯となっており、北から東側を筑波山に連なる山々に囲まれ
た自然豊かな地域となっている。
　「ヤマザクラと市民の幸せが咲くまち　桜川」を将来像に定
め、市民一人ひとりの個性が結びつくことにより、みんなが笑
顔で幸せを感じられるまちを目指している。

平成２２年

③人口・世帯数

常住人口
区分

48,400

13,617

平成１７年

18

平成30年4月1日

41

人

議　　　　長 谷田部　由則

普通会計関係

327

082317
地方公共
団体コ－ド

人

大塚　秀喜

小林　達徳

歳）

おおつか　ひでき 任 期

条例定数の（　）は、次回の一般選挙から適用になる定数

就任回数

令和3年10月29日

180.06

令和4年9月23日

＜行政組織＞

条例定数

2 期目

副議長

副市長

任　　　　期

①長等（令和３年５月１日現在）

②議会（令和３年５月１日現在）

長

60 

法適用（上水　病院　公
共下水　農業集落排水
特定地域生活排水）

都市開発（一部区域） 退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害　市
町村会館管理　滞納処分等　し尿　消
防　ごみ　火葬場　県西総合公園　筑
西遊湯館

＜概要＞

①沿革

17,260 17,738 ％

＜産業・経済＞

女

世帯数

42,632

区分

第１次 1,5164.6

7,620

総生産額（平成３０年度）

第２次

①生産・所得（平成３０年度）

②産業構造

市町村内
総生産 1,198 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

％37.0

5,463

44,315

億円

7.3

千円

36.7

％

就業人口（平成２７年国調）

(百万円・人）

1,164

2,876

23,266

38,530

19,440

45,673

平成17年10月1日　合併
岩瀬町　真壁町　大和村

②地勢・風土等

22,407

21,669

19,09020,963

⑤老齢人口割合

34,998

13,632 13,585 13,756

男

男

24,725

23,675



か所

複合施設建設事
業

内　　　容

R３

①主要施策実施状況

実質赤字比率

標準財政規模（令和２年度）

債務負担行為支出予定額（B)

[92.4]

百万円

汚水処理普及率

[25,735]

[5,072]

％

[6.7]％

R３
ヤマザクラの里
づくり事業

・「日本を代表する山桜の里」の価値を
確立する山桜を守り育て広める事業

〈主要課題〉
　・オリンピック、パラリンピック、国際交流事業
　・新庁舎建設検討委員会事業
　・イノシシの捕獲等に対する委託料、補助金事業
　・定住促進助成事業
　・空家対策事業
　・岩瀬工業団地進入路整備事業
　・地域おこし協力隊事業
　・小･中学校適正配置計画推進事業

〈特色ある行政〉
　・山桜を活かしたまちづくり

②今後の主要課題・特色ある行政等

上曽トンネル整
備事業

26

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

％69.8

479

1,007
- (18.15 )連結実質赤字比率

・桜川市と石岡市を結ぶ市道M2753号
線のトンネル整備事業

72.4

12.3

上水道等普及率戸

％

・大和駅北側と国道５０号に挟まれ
た区域のまちづくり事業

R３
桜川筑西IC周辺
地区開発整備事
業

R３

[41.9]64.5 ( 350.0 )

19,042

5,468

7,354

17,156

積立金現在高（C)

百万円

百万円

百万円

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

将来負担比率

0.491

89.8

11,268

％

経常収支比率

＜主要施策等＞

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

地方債現在高（A)

[24,221]

[6,586]

百万円

・普通会計に関する主な指標

[0.707]

[15,286]

( 25.0 )

14.2うち繰出金

・健全化判断基準

(13.15 )％-

36
298

R３

期間名　　称

・桜川市バスや市内巡回ワゴンの運行
改善による公共交通の充実

・岩瀬地区における図書館、公民館及
び市役所支所機能を担う複合施設の建
設事業

0.0

1.5

△ 5.1

113

概　 算
事業費23.5403

公共交通事業

1児童館

か所 道路舗装率

道路改良率 34.8 ％

か所 病院・一般診療所 22 か所

校

園

園

か所

25 か所

47.6

老人福祉施設

％

△ 120,975

②主な歳入・歳出（令和元年度）

-実質単年度収支

増減率

-

（百万円・％）

決算額 増減額

－ △ 7.3

実質収支

18,695

58

△ 1,067

△ 678

△ 209

△ 144

23.8

△ 3.8

△ 40.8

1.2

18.9

0

316 10.9

8.1

44.6

△ 74

△ 2,389

176

△ 23.9

③主要指標（令和元年度）

7.1

財政力指数（令和２年度）

5,353

104うち繰入金 0.6

42.9

419

8.8

12.5

7,596

1,386

2,416

実質公債費比率

うち単独

2.5

＜財政状況＞

①決算収支

構成比

419

区　　分

地方交付税

地方税

歳　　　入

57

地方債

455

28.6

△ 1,478

国庫支出金

8.3

25.6

歳　　入

歳　　出

67,776

66,051

調定額

市町村民税・個人
（構成比）

）

17,034,707

1,660,499

令和元年度決算

1,425,994

△ 7.3

18,721,909

18,695,206

平成３０年度決算

単年度収支 △ 122,722 -

（千円・％）

市町村税合計
（国保除く）

5.0

）

50.2

5,025,745

固定資産税
（構成比）

2,371,141

(

-

1,775,119

2,525,172

）

（

△ 9.0

＜公共施設整備状況＞（令和元年度）

4,784,750

（

小学校 ※１ 9

1

1

(

校

）

）

37.1

校

幼稚園 ※１

49.6

360

8

図書館

1

126.1

4.3

△ 9.0

0

△ 24.0 保育所 ※１

認定こども園 ※１

4,785

7,318

うち臨財債

1,547

4,834

2.4

△ 1,687

2,176 11.6

25.9

299

－

投資的経費

17,035歳　　　出

△ 17

11.3

15.2

212

収入額
増減率

20,173,454

区分

1,451,545形式収支

1,359,943

1,841,622

36.6 [96.8]

97.3

[98.8]

※１は令和２年度

④市町村税の状況（令和元年度）

区分

( ）4.9

247,190

[96.9]

（

95.2

240,551

96.4

徴収率
[  ]は県平均値

市町村民税・法人
（構成比）

（千円・％）

その他の経費

3,227

公債費

扶助費

普通建設事業費 1,930

2,121

1,497

うち補助

[96.5]

体育館 か所3

93.9

（百万円）

％

1プ－ル か所中学校 ※１ 4

義務教育学校 ※１

93.5公営住宅

5

公民館等義務的経費

△ 12.3

△ 0.7

その他

2,594人件費


